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令和８年６月17日（水曜日）

   午前10時０分開会

────────────────

会議に付託された議案等

○議案第１号 令和８年度宮崎県一般会計補正

       予算（第１号）

○議案第４号 宮崎県立病院事業の設置等に関

       する条例の一部を改正する条例

○議案第７号 宮崎県後期高齢者医療財政安定

       化基金条例の一部を改正する条

       例

○議案第８号 宮崎県認定こども園の認定基準

       に関する条例等の一部を改正す

       る条例

○議案第23号 公立大学法人宮崎県立看護大学

       が徴収する料金の上限の変更に

       ついて

○請願第20号 宮崎県に対し、精神障がい者２

       級を県の障がい者医療費助成制

       度の対象とすることを求める請

       願書

○報告事項

・令和７年度宮崎県立病院事業会計予算繰越計

 算書

・令和７年度宮崎県繰越明許費繰越計算書

○その他報告事項

・経営改善に向けた取り組み状況について

・令和７年の自殺者数等の状況について

・第８次医療計画の中間見直しについて

・新たな地域医療構想（仮称）の策定について

・宮崎県高齢者保健福祉計画の改定について

・令和７年度潜在介護支援専門員実態把握調査

 結果の概要について

・第８期宮崎県障がい福祉計画（第４期宮崎県

 障がい児福祉計画）の策定について

・宮崎県アルコール健康障がい対策推進計画の

 中間評価・改定について

・宮崎県ギャンブル等依存症対策推進計画の中

 間評価・改定について

・令和７年の合計特殊出生率等の状況について

○閉会中の継続審査について

────────────────

出席委員（７人）

  委 員 長   福 田 新 一

  副 委 員 長   工 藤 隆 久

  委      員   濵 砂   守

  委      員   日 髙 陽 一

  委      員   安 田 厚 生

  委      員   川 添   博

  委      員   松 本 哲 也

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

────────────────

説明のため出席した者

 病院局

  病 院 局 長   重黒木   清

  県立宮崎病院長兼
             眞 柴 晃 一
  病 院 局 医 監

  病 院 局 次 長 兼
             小 薗 真 二
  経 営 管 理 課 長

県立宮崎病院事務局長   徳 地 清 孝

  県立日南病院長   原   誠一郎

県立日南病院事務局長   長 友 和 也

  県立延岡病院長   山 口 哲 朗

県立延岡病院事務局長   渡 邊 陽 生

 福祉保健部

  福 祉 保 健 部 長   小 牧 直 裕

  福祉保健部次長
             吉 田 秀 樹
  （ 福 祉 担 当 ）
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  福祉保健部次長
             久 保 範 通

（保健･医療担当）

  こども政策局長   小 川 智 巳

  衛 生 技 監   椎 葉 茂 樹

部参事兼福祉保健課長   酒 匂 晋 也

指導監査・援護課長   佐 多 能 成

  医 療 政 策 課 長   早 川 俊 一

  国民健康保険課長   上 田 浩 司

  長 寿 介 護 課 長   井 上 裕 二

  医 療 ・ 介 護
             深 谷 芳 浩

連 携 推 進 室 長

  障がい福祉課長   隈 元 淳 二

  衛 生 管 理 課 長   下 村 高 司

  健 康 増 進 課 長   駒 路 美 保

薬務感染症対策課長   蛯 原 夕起子

  薬 務 対 策 室 長   林 田 哲 也

  こども政策課長   小 山 圭 一

  こども家庭課長   松 田 正 宏

────────────────

事務局職員出席者

  議 事 課 主 幹   黒 木 一 寛

  総 務 課 主 事   前 田   由

○福田委員長 ただいまから厚生常任委員会を

開会いたします。

 まず、本日の委員会の日程についてでありま

す。

 日程案につきましては御覧のとおりでありま

すが、御異議ございませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 それでは、そのように決定いた

します。

 執行部入室のため、暫時休憩いたします。

   午前10時０分休憩

   午前10時１分再開

○福田委員長 委員会を再開いたします。

 本委員会に付託されました議案等について、

病院局長の概要説明を求めます。

○重黒木病院局長 まず、一言お礼を申し上げ

ます。

 委員の皆様におかれましては、５月に実施さ

れました県内調査におきまして、19日に延岡病

院、そして26日に日南病院を御調査いただきま

して、本当にありがとうございました。現地で

いただきました御意見等につきましては、今後

の業務推進に当たっての参考にさせていただき

ますので、引き続き御指導のほどよろしくお願

いいたします。

 それでは、本日御審議いただきます議案の概

要等について御説明申し上げます。

 厚生常任委員会資料の２ページを御覧くださ

い。

 本日御審議いただきますのは、特別議案１件、

報告事項１件、その他報告事項１件の合計３件

であります。

 まず、特別議案ですけれども、議案第４号

「宮崎県立病院事業の設置等に関する条例の一

部を改正する条例」についてであります。

 これは、地方自治法の一部改正に伴い、引用

している条文の条ずれが生じるため、必要な改

正を行うものです。

 続きまして、報告事項ですけれども、令和

７年度宮崎県立病院事業会計予算繰越計算書に

ついてであります。

 これは、令和７年度に予算を計上しました経

費のうち、今年度に繰り越したものにつきまし

て、地方公営企業法第26条第３項の規定により

報告するものであります。

 最後に、その他報告事項です。
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経営改善に向けた取組状況につきましては、

令和12年度の黒字化に向けた経営改善の現時点

での取組状況等を御説明するものです。

 また、関連いたしまして、県立日南病院を中

心とした県南地域の公立病院のあり方検討委員

会につきましても、今後のスケジュール等を御

説明いたします。

 以上３件につきまして、詳細は次長に説明さ

せますので、よろしくお願い申し上げます。

○福田委員長 次に、特別議案についての説明

を求めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が終了した

後にお願いいたします。

○小薗病院局次長 資料３ページを御覧くださ

い。

 議案第４号「宮崎県立病院事業の設置等に関

する条例の一部を改正する条例」についてであ

ります。

 まず、１の改正の理由でありますが、地方自

治法の一部が改正され、新たな条文が追加され

たことにより条ずれが生じたことから、これを

引用する同条例を改正するものです。

 なお、追加されました自治法の条文は、公金

収納に係るものであり、病院事業に直接影響を

生じるものではなく、条ずれのみの影響となり

ます。

 条例の具体的な改正内容は、条例第８条で引

用しております「地方自治法第243条の２の８第

８項」を条ずれ後の「地方自治法第243条の２の

９第８項」に改めるものです。

 なお、条例第８条につきましては、一番下に

記載のとおり、病院局職員の賠償責任の免除に

おける議会の同意について規定しているもので

す。改正後の取扱いについては、変更ございま

せん。

 ３の施行期日につきましては、法の施行期日

である令和８年９月24日であります。

○福田委員長 執行部の説明が終了しました。

 特別議案について質疑はありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 次に、報告事項に関する説明を

求めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が終了した

後にお願いいたします。

○小薗病院局次長 資料４ページを御覧くださ

い。

 令和７年度宮崎県立病院事業会計予算繰越計

算書であります。

 表に記載の「県立宮崎病院建設改良事業」

外２件の予算の繰越しとなります。

 まず、一番上の「県立宮崎病院建設改良事業」

につきましては、附属棟の外壁改修工事の設計

業務であり、令和７年度予算では、予算計上額

の欄にありますとおり300万円余を計上していた

ところです。

 しかしながら、当初の入札が不調となったこ

とから再度入札を行った結果、契約が令和

８年２月となり、年度内の完了が困難となりま

した。

 このため、右の欄のとおり年度内の支払義務

発生額は生じておらず、翌年度繰越額は契約額

である180万円余となっており、財源は、主に企

業債であります。

 また、予算計上額から翌年度繰越額を差し引

いた120万円余が不用額となります。

 次に、その下、「県立延岡病院建設改良事業」

につきましては、令和７年度予算では５億2,400

万円余を計上したところです。

 年度内の支払義務発生額は、新医師公舎の内

部改修工事などで２億9,000万円余でした。これ
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により、翌年度繰越額が医療用無停電電源設備

改修工事実施設計業務の280万円余となります。

 先ほどの宮崎病院同様、入札不調となりまし

たことから再度入札を実施したため、年度内の

完了が困難となったものであります。

 財源は、主に企業債となり、不用額は２億

3,100万円余です。

 次に、「県立日南病院建設改良事業」は、令

和７年度予算では２億7,200万円余を計上しまし

た。

 このうち年度内の支払義務発生額は、空気調

和設備ほか改修工事実施設計業務など2,500万円

余となり、翌年度繰越額が１億400万円余となり

ます。これは、照明設備改修工事─ＬＥＤ化

の工事に係るものであり、本工事で設置を予定

しておりました照明器具の納期が遅延したこと

により、当初工期内での施工が困難となったこ

とから予算を繰り越したものです。

 財源は、こちらも主に企業債となり、不用額

は１億4,200万円余です。

 翌年度繰越額は、３件の合計で１億円余。不

用額は合計で３億7,000万円余となります。

 ただ、不用額のうち３億円につきましては、

災害復旧等緊急時に備えた対応分の経費であり、

昨年度は大きな災害がなかったため、その分が

不用となっております。

○福田委員長 執行部の説明が終了しました。

 報告事項について質疑はありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 次に、その他報告事項に関する

説明を求めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が終了した

後にお願いいたします。

○小薗病院局次長 資料５ページを御覧くださ

い。

 ４月の委員会と一部重複する部分があります

が、補足して御説明させていただきます。

 白丸が令和６年度からの取組、黒丸が令和

７年度からの取組であります。右側の赤字は、

令和12年度における効果見込額で、この数値を

目標に取り組むという数字になっています。

 まず、収益の確保につきましては、令和７年

度合計で６億5,000万円余の増収効果を見込んで

おります。令和６年度からの取組に加えまして、

延岡病院における高度急性期病床の増床や、土

曜日におけるリハビリテーション実施に取り組

んでいるところです。

 また、３つ目の黒丸、抗がん薬混合調製ロボ

ットの導入につきましては、令和７年度中に稼

働を開始していますが、増収効果は令和８年度

から発現するものと見込んでいます。

 次に、費用の削減について、合計で２億8,000

万円余を見込んでいます。

 令和６年度からの取組に加えて、臨床検査の

外部委託の見直しや、日南病院において利用が

少なく老朽化した放射線治療装置の稼働を停止

するなどしたところです。

 また、病床の削減についてですが、令和６年

度の日南病院の病床削減により5,000万円余の費

用の削減効果を見込んでいるところです。

 これらの取組により一定の経営改善効果は図

れたものと分析していますが、依然として厳し

い経営環境にあることから、さらなる経営改善

の取組が必要だと認識しています。

 ６ページを御覧ください。

 これまでの取組に加えまして、今年度以降に

実施する経営改善に向けた取組です。収支改善

効果は合計で６億6,000万円を見込んでいます。

 まず、収益の確保について、宮崎病院にがん

センターを設置することによる集患強化や、
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２つ下の日南病院のへき地医療拠点病院の指定

による機能評価係数の向上、すなわち診療報酬

の増加につながる取組などにより、合計で9,000

万円の増収を見込んでいます。

 次に、費用の節減についてです。

 １つ目は、ＤＸの推進により時間外勤務の削

減を図るものです。

 また、２つ目の看護師の特殊勤務手当の見直

しや大学病院との地域連携による診療材料など

の共同調達、医療機器保守委託の見直し、臨床

工学技士による保守の一部内製化に取り組みま

して、合計で１億8,000万円余の費用節減を見込

んでいます。

 また、３病院においてさらなる病床の削減を

進めることで、３億2,000万円の改善効果を見込

んでおります。

 その他の取組としましては、有料個室の料金

の適正化による室料差額収益の確保や、不要財

産の売却、後ほど御説明いたします日南病院と

日南市立中部病院の在り方の検討、さらには病

院事業債を活用した資金調達などを行ってまい

りたいと考えています。

 以上の取組を行い、さらなる経営改善を図っ

てまいりたいと考えています。

 最後に、７ページを御覧ください。

 ２月に日南市と病院局で基本協定を締結し、

今年度設置した、あり方検討委員会についてで

す。

 ２の委員構成にありますとおり、県や日南市

の関係者をはじめとし、宮崎大学附属病院や南

那珂医師会、日南市自治会連合会長など合計10

名の委員に就任いただき、様々な角度から議論

を深めてまいりたいと考えています。

 ３のスケジュールのとおり、今後、７月の第

１回会議を皮切りに、医療需要の見通しや医療

圏における患者の流出入等の状況を踏まえて、

病院が担うべき医療機能や連携の在り方を協議

したいと考えています。

 また、具体的には記載していませんが、職員

派遣や医療機器の共同利用など医療資源の効率

的、効果的な活用についても検討したいと考え

ています。

 計４回程度、委員会を開催し、来年１～２月

頃には検討結果の取りまとめを行うこととして

おります。

 以上のとおり、今後とも人口減少、高齢化の

進展に伴う医療需要の変化などに対応するため

にも、次期地域医療構想も見据えながら、病棟

再編や病床削減による病床機能・規模の適正化

あるいは日南市内の公立病院の在り方について

検討するなど、将来にわたって地域住民に高度

で良質な医療を安定的に提供したいと考えてい

ます。

○福田委員長 その他報告事項について質疑は

ありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 それでは、最後に、その他で何

かありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 それでは、以上をもって病院局

を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

 暫時休憩いたします。

   午前10時15分休憩

   午前10時24分再開

○福田委員長 委員会を再開いたします。

 本委員会に付託されました議案等について、

福祉保健部長の概要説明を求めます。

○小牧福祉保健部長 本日、御審議をお願いし
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ております議案等につきまして、概要を御説明

します。

 資料の２ページを御覧ください。

 予算議案が１件、特別議案が３件、報告事項

が１件、その他報告事項が９件です。

 資料の３ページを御覧ください。

 議案第１号「令和８年度宮崎県一般会計補正

予算（第１号）」です。

 補正額は４億8,647万7,000円の増額をお願い

しております。

この結果、福祉保健部全体の補正後の予算額

は、同じ行の補正後の額の欄にありますとおり

2,430億985万7,000円となります。地域に必要な

医療提供体制を確保するため、経営状況の変化

等に直面している医療機関等への財政支援に係

る予算を計上しています。

 予算議案の詳細につきましては、この後、担

当課長が説明いたします。

 次に、２ページの目次にお戻りいただきまし

て、Ⅱの特別議案についてです。

 本日説明いたしますのは、議案第７号「宮崎

県後期高齢者医療財政安定化基金条例の一部を

改正する条例」、議案第８号「宮崎県認定こど

も園の認定基準に関する条例等の一部を改正す

る条例」、議案第23号「公立大学法人宮崎県立

看護大学が徴収する料金の上限の変更について」

の３項目であります。

 詳細につきましては、後ほど担当課長から説

明いたします。

 次に、Ⅲの報告事項であります。

 説明いたしますのは、令和７年度宮崎県繰越

明許費繰越計算書の１項目であります。

 詳細につきましては、これも担当課長から後

ほど説明いたします。

 次に、Ⅳ、その他報告事項です。

 まず、「令和７年の自殺者数等の状況につい

て」、次に、「第８次宮崎県医療計画の中間見

直しについて」、続きまして、「新たな地域医

療構想（仮称）の策定について」、「宮崎県高

齢者保健福祉計画の改定について」、「令和

７年度潜在介護支援専門員実態把握調査結果の

概要について」、「第８期宮崎県障がい福祉計

画（第４期宮崎県障がい児福祉計画）の策定に

ついて」、「宮崎県アルコール健康障がい対策

推進計画の中間評価・改定について」、「宮崎

県ギャンブル等依存症対策推進計画の中間評

価・改定について」、最後に、「令和７年の合

計特殊出生率等の状況について」の９項目です。

 詳細につきましては、後ほど担当課長から説

明をさせていただきます。

○福田委員長 次に、予算議案についての説明

を求めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○早川医療政策課長 お手元の厚生常任委員会

資料４ページを御覧ください。

 医療政策課の補正予算額は、一番上の行左か

ら３列目の補正額の欄のとおり、４億2,684万

7,000円の増額補正であります。

この結果、補正後の予算額は、右から３列目

の補正後の額の欄にありますように46億2,962万

5,000円となっております。

 それでは、補正内容について説明いたします。

 ５ページを御覧ください。

 （事項）地域医療推進費の説明及び事業名欄、

１「医療施設等経営強化緊急支援事業」の医療

政策課分４億2,490万円の増額補正であります。

 事業の内容につきましては、後ほど説明いた

します。

 次に、その下の２「医療・福祉介護分野の処
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遇改善や物価高騰に対する支援事業」194万

7,000円の増額補正であります。

本事業は、令和７年度の２月補正において事

業化し、今年度へ繰り越して現在事業を行って

いるものですが、国の内示額の増額に伴い、今

回補正を行うものです。

 ６ページを御覧ください。

 「医療施設等経営強化緊急支援事業」であり

ます。

 事業内容には、健康増進課分も含まれますが、

私から一括して説明させていただきます。

 予算額は４億8,453万円、財源は、国庫、日本

一挑戦基金及び一般財源です。

 まず、事業の目的でありますが、人手不足や

出生数の減少など経営状況の変化等に直面して

いる医療機関へ必要な財政支援を行うことで、

地域に必要な医療提供体制を確保するものであ

ります。

 次に、事業の概要の（１）事業内容を御覧く

ださい。

 ここに記載されている事業は、国の令和７年

度補正予算により医療・介護等支援パッケージ

が示されたことに伴い、県で予算化するもので

あります。

 各事業の内容について、簡単に説明させてい

ただきます。

 ①の「医療分野における業務効率化・職場環

境改善支援事業」は、ＩＣＴ機器等の導入によ

って業務効率化・職場環境改善に資する取組を

行う医療機関に対して、必要となる費用の５分

の４を補助するものです。１施設当たりの補助

上限額は8,000万円となっております。

 ②の「分娩取扱施設支援事業」は、分娩数が

減少している分娩取扱施設に対して、運営費の

補助を行うものです。

 ③の「地域連携周産期支援事業（分娩取扱施

設）」は、分娩取扱施設が少ない地域にある分

娩取扱施設に対して、運営費の補助を行うもの

です。

 ④の「地域連携周産期支援事業（産科施設）」

は、分娩は行わないが、近隣の分娩取扱施設と

連携して妊婦健診等を行う施設に対して設備整

備の支援を行うものです。

 最後に、⑤の「小児医療施設支援事業」は、

入院患者数が一定数減少している小児医療の拠

点となる病院に対して、運営費の補助を行うも

のです。

 事業の仕組みは、県から医療機関に対し補助

を行うこととし、事業期間は令和８年度です。

○駒路健康増進課長 委員会資料の７ページを

御覧ください。

 健康増進課の補正予算額は、左から３列目の

補正額の欄にありますとおり5,963万円の増額補

正であります。

この結果、補正後の予算額は、右から３列目

の補正後の額欄にありますように39億3,461万円

となります。

 補正の内容について御説明いたします。

 ８ページを御覧ください。

 左から３列目の（事項）医療施設等経営強化

緊急支援事業費について5,963万円の増額であり

ます。

 事業の内容につきましては、先ほど医療政策

課長が説明しました「分娩取扱施設支援事業」

3,069万3,000円、「地域連携周産期支援事業

（分娩取扱施設）」2,249万2,000円、「地域連

携周産期支援事業（産科施設）」644万5,000円

であります。

○福田委員長 執行部の説明が終了しました。

 予算議案について質疑はありませんか。
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○日髙委員 資料６ページの④なんですが、妊

婦健診等を行う施設への設備整備支援644万円、

この予算で大丈夫なのかと思ったところですが、

これはどういった設備になってくるんでしょう

か。

○駒路健康増進課長 国で対象となる設備

が３設備、示されておりまして、超音波診断装

置、内診台、分娩監視装置が対象になります。

 宮崎県で取り組みたいという意向を聞いてい

るのが、全て超音波診断装置となっております。

○日髙委員 この予算で十分ということでしょ

うか。

○駒路健康増進課長 補助事業の対象が、いわ

ゆる分娩を取り扱わない施設となってます。そ

ういう意味で対象の事業者も少なく、実際３施

設から相談をいただいており、この予算となっ

ております。

○福田委員長 ほかにありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 次に特別議案についての説明を

求めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○上田国民健康保険課長 議案第７号「宮崎県

後期高齢者医療財政安定化基金条例の一部を改

正する条例」について御説明申し上げます。

 常任委員会資料９ページを御覧ください。

 まず、１の改正の理由についてでありますが、

子ども・子育て支援金制度の創設により、前期

高齢者交付金及び後期高齢者医療の国庫負担金

の算定等に関する政令の改正に伴いまして、関

係規定を改正するものであります。

 次に、２の改正の内容についてでありますが、

政令の改正に伴いまして、（１）「財政安定化

基金拠出率」の名称を「基礎財政安定化基金拠

出率」に改めるとともに、（２）子ども・子育

て支援納付金財政安定化基金拠出率を新たに定

め、その拠出率をゼロとするものであります。

 後期高齢者医療財政安定化基金につきまして

は、後期高齢者医療の財政の安定化を図るため

に設置しているものでありますが、子ども・子

育て支援納付金分の基金への拠出につきまして

は、現状において特にこれを行わなくても、現

在の基金残高で対応が可能であるため、拠出率

をゼロとしているものであります。

 次に、３の施行期日は、公布の日から施行と

しております。

○小山こども政策課長 資料10ページをお開き

ください。

 議案第８号「宮崎県認定こども園の認定基準

に関する条例等の一部を改正する条例」につい

て御説明いたします。

 １の改正の理由ですが、認定こども園の職員

配置等に関する国の基準が改正されたことに伴

い、関係規定の改正を行うものです。

 次に、２の改正の内容ですが、４点ございま

す。

 １つ目は、関係する法律等の改正によりまし

て、園児の教育・保育を担いつつ、職員間の総

合的な調整などを行う主務保育教諭等の職を追

加するものであります。

 ２つ目は、子供の発達の特性等に応じた教育

を行う環境を整備するため、満３歳以上の学級

編制の基準を、原則35人以下から30人以下に引

き下げるものであります。

 ３つ目は、多様なニーズを抱えた子供への専

門的な支援の確保・充実のため、理学療法士や

作業療法士等で子育てに関する知識等を有する

特定理学療法士等を１人に限り保育士とみなす

ことができることとするものであります。
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 ４つ目は、３歳児の子供に対する職員配置に

つきまして、令和６年度に20人につき１人から

15人につき１人に改正し、経過措置を当分の間

としたところですが、全国の約97％の施設が既

に改正後の基準を満たしている状況を踏まえ、

経過措置を令和10年３月末までとするものです。

 ３の施行期日につきましては、公布の日とし

て、学級編制の基準の引下げは、令和14年３月

末まで経過措置を設けております。

○早川医療政策課長 「公立大学法人宮崎県立

看護大学が徴収する料金の上限の変更について」

説明いたします。

 資料11ページを御覧ください。

 １の議案の趣旨のとおり、公立大学法人であ

る県立看護大学が授業料等の料金を徴収するに

当たって、法の規定によりその上限を定めて知

事の認可及び議会の議決を経る必要があり、こ

れを変更しようとするときも同様とされており

ます。

 今回、大学から一般の看護師を対象とした公

開講座に関わる料金の上限設定の申出があった

ため、これを認可するに当たり、あらかじめ議

会の議決を求めるものです。

 変更の内容については、２にありますとおり、

大学において令和９年度から認定看護師教育課

程（特定行為研修を組み込んでいる教育課程）

を開講する予定があり、その受講料に関する料

金の上限を新たに設ける必要があることから、

所要の変更を行うものです。この認定看護師教

育課程は、県内で働いている看護師の質の向上

につながる資格等を取得するための公開講座に

なります。

 詳しくは、次のページを御覧ください。

 現在、学外の一般看護師等を対象としている

公開講座の受講料は、変更前のとおり設定され

ておりますが、新講座開設に当たり、変更後に

ありますとおり受講の区分を２つに分け、上に

新講座の上限額、下にこれまでの公開講座に係

る上限額を、その他として設定しております。

 新講座の受講料などの上限額については、他

県の事例や日本看護協会の看護研修学校の受講

料等を参考に、実費相当額を徴収するという考

え方の下、必要額を算出しております。

 また、補習料等についても、日本看護協会の

研修学校等を参考に、算定方法及び金額を見直

し、より実態に即した金額としております。

○福田委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。

 まず、議案第７号「宮崎県後期高齢者医療財

政安定化基金条例の一部を改正する条例」につ

いての質疑はありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 次に、議案第８号「宮崎県認定

こども園の認定基準に関する条例等の一部を改

正する条例」についての質疑はありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 次に、議案第23号「公立大学法

人宮崎県立看護大学が徴収する料金の上限の変

更について」の質疑はありませんか。

○日髙委員 資料12ページですが、変更前の公

開講座受講料の３番目、補習１科目につき２万

5,000円とあるんですけれども、１科目につき、

何時間ぐらいの講義が行われるか分かりますで

しょうか。

○早川医療政策課長 １科目につきの時間数が、

それぞれの科目によって変わります。30時間程

度の場合もあれば、15時間程度の場合もあり、

科目によってばらつきがあるため、今回１時間

につきという形で整理させていただいておりま

す。
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○安田委員 資料12ページの変更後のところで

認定看護師教育課程が99万2,500円ですか。これ

は、この部分だけ上がるということで理解して

いいのでしょうか。

○早川医療政策課長 変更前のものにつきまし

ては、例えば認定看護師の資格を取得するため

の課程であったり、特定行為の研修を修了する

ための課程であり、その上限が53万5,800円にな

ります。

 今回設定いたします認定看護師教育課程は、

認定看護師の資格も取れ、特定行為研修を修了

したということも同時に取れるような形になり

ます。そのため、期間も長くなり時間も多くな

っておりまして、その関係で今回99万2,500円の

額を設定させていただいております。

○安田委員 期間はどのくらい長くなるのか教

えてください。

○早川医療政策課長 これまでの認定看護師教

育課程の場合で申しますと、８か月程度で修了

していたものが、これを12か月、１年間かけて

取るというような形になりますし、時間でいい

ますと600時間を800時間というぐらいの時間数

に増えます。

 また、特定行為研修の場合は、講義にかなり

専門的な内容も含まれてきますので、そういう

ものも反映しております。

○川添委員 改めてこの認定看護師の特定行為

ついて、資格を取ったらどういう医療行為がで

きるんでしょうか。

○早川医療政策課長 特定行為自体につきまし

ては、診療の補助という枠内ではございますが、

看護師が医師の定めた手順に沿ってすぐに対応

ができるというようなもので、38の行為がござ

います。これらのうち、それぞれの課程におい

てできる行為を選ぶようになっておりまして、

県立看護大学では、栄養に関するものと感染管

理に関するものの２つの行為について課程とし

て設定する予定です。

○川添委員 この制度で、医師の負担も軽減さ

れる部分もあるかと思うんですけれども、受講

者はどれぐらいの人数を見込んでらっしゃるん

でしょうか。

○早川医療政策課長 予定されておりますのは、

10名程度と聞いております。

○福田委員長 ほかにありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 次に報告事項に関する説明を求

めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が終了した

後にお願いいたします。

○酒匂福祉保健課長 資料の13ページを御覧く

ださい。

 令和７年度宮崎県繰越明許費繰越計算書につ

いてであります。

 令和８年２月議会におきまして、国の補正予

算の関係により事業実施期間が不足することに

よるもの、また事業主体において事業が繰越し

となることによるものなどの理由で、予算繰越

しの承認をいただいたところであります。

 福祉保健部では、（款）民生費（項）社会福

祉費の「保健所設備改修事業」から、次の14

ページの（款）民生費（項）児童福祉費の「青

少年自然の家施設改修事業」まで合わせて23の

事業におきまして、総額106億9,198万3,730円を

繰り越したものであります。

○福田委員長 執行部の説明が終わりました。

 報告事項についての質疑はありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 次に、その他報告事項に関する

説明を求めます。
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 なお、委員の質疑は執行部の説明が終了した

後にお願いいたします。

○酒匂福祉保健課長 資料の15ページを御覧く

ださい。

 令和７年の自殺者数等の状況についてであり

ます。

 先日、令和７年人口動態統計の概数がまとま

り、自殺者数などが発表されましたので御報告

いたします。

 全国では、令和７年の自殺者数は１万8,518人

でありまして、前年比で1,090人、5.6％の減、

人口10万人当たりの自殺者数であります自殺死

亡率は、前年から0.8減の15.5となっております。

 次に、本県におきましては、自殺者数が193人

であり、前年比で５人、2.7％の増、自殺死亡率

は前年から0.8増の19.2で、全国５番目の高さと

なっており、全国と比較しプラス3.7ポイントと

依然として高い水準にあります。

 これまでの推移につきまして、下の図１及び

図２を御覧ください。

 全国、本県とも同じような傾向をたどってお

りまして、平成20年頃から減少し、令和元年を

底に若干増加傾向にありましたが、令和６年に

再び減少をしております。令和７年は、全国は

減少したものの、本県は増加をしたという状況

です。

 県内の自殺の現状につきましては、厳しい状

況にあるという認識を持って、関係機関とより

一層連携を図りながら、誰一人として自殺に追

い込まれることのない社会の実現を目指し、今

後しっかり分析を行いまして、これまでの取組

とこれからの対策について検討してまいりたい

と考えております。

○早川医療政策課長 資料16ページをお開きく

ださい。

 第８次宮崎県医療計画の中間見直しについて

であります。

 １の中間見直しの理由にありますように、本

計画は、医療法第30条の４に基づき定めている

ものですが、今年度末で策定から３年が経過す

ることから、同法第30条の６に基づき、中間見

直しを行うものであります。

 現計画の期間は、２の概要の（１）にありま

すように、令和６～11年度の６年間となってお

ります。

 次に、（２）の計画の趣旨ですが、本県の医

療提供体制における課題や今後の方向性を明ら

かにし、それぞれの地域において、県民が安心

して暮らすことができるよう切れ目のない医療

を受けられる体制の構築を目指すものでありま

す。

 次に、（３）の中間見直しの考え方ですが、

国が示すガイドライン等の内容に加え、現行計

画策定後の医療を取り巻く状況の変化等を踏ま

えた見直しを行います。

 17ページを御覧ください。

 （４）の見直しの主な内容（案）ですが、①

～⑦の事項について調査、分析、評価等を行い、

必要に応じて計画を変更する予定です。

 例えば、①５疾病、②６事業、③在宅医療・

介護、⑤医師確保計画などは、それぞれ数値目

標を定めておりますので、その進捗状況等も踏

まえながら見直しを進めてまいります。

 次に、３の今後のスケジュール（予定）です

が、医療計画及びこの後説明する新たな地域医

療構想については、昨年度、医療審議会に諮問

を行っております。今年度、医療審議会での御

意見等を踏まえながら見直しを進め、９月の常

任委員会で骨子を、11月の常任委員会では素案

を報告し、委員の皆様の御意見をいただいた上
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で、来年２月定例会に中間見直し案を提出させ

ていただきたいと考えております。

 続きまして、18ページを御覧ください。

 引き続き、新たな地域医療構想（仮称）の策

定について説明いたします。

 １の策定の理由にありますように、本構想は、

現在は医療法に基づき病床の機能の分化及び連

携を推進するために医療計画の一部として策定

されておりますが、目標年次である令和７年を

経過したことから、同法に基づき新たな地域医

療構想を策定するものであります。

 新たな構想の目標年次は、２の構想の概要の

（１）にありますように、令和22年（2040年）

となります。

 次に、（２）の構想の趣旨ですが、85歳以上

の高齢者の増加や人口減少がさらに進む2040年

とその先を見据え、本県の全ての地域・世代の

患者が適切に医療・介護を受けながら生活し、

必要に応じて入院し、日常生活に戻ることがで

き、同時に医療従事者も持続可能な働き方を確

保できる医療体制の構築を目指すものでありま

す。

 現在の構想では、主に入院医療における病床

の機能分化・連携について定めておりますが、

新たな構想では、外来、在宅、介護、持続可能

な働き方確保など、医療提供体制全体について

幅広く対象とすることとなっております。

 19ページを御覧ください。

 （３）構想の主な内容（案）ですが、医療法

において構想に盛り込む事項が定められており、

①将来の医療提供体制の基本的な方向、②地域

における医療機関機能及び病床の機能の分化及

び連携を推進する構想区域、③構想区域におけ

る将来の医療機関機能の見通し及び④構想区域

における将来の病床数の必要量などを盛り込む

こととなります。

 次に、３の今後のスケジュール（予定）です

が、国において、以前は令和８年度までに構想

を策定するとの方針が示されておりましたが、

令和７年12月の医療法の改正に伴い、令和10年

度までに構想を策定すると、策定の期限を２年

間延長する方針が示されました。

 これを踏まえ、本県でのスケジュールは、ま

ず今年度９月に構想の骨子を報告し、来年２月

定例会で新たな構想における構想区域案を報告

させていただきます。そして、医療審議会での

議論等も踏まえながら、来年度中には新たな地

域医療構想を策定したいと考えております。

 なお、医療計画と新たな地域医療構想の関係

について、参考として下の絵をつけております

ので御覧ください。

 左側は、現行制度で、国の基本方針に基づき

各都道府県が医療計画を策定しており、地域医

療構想はその一部ということになっております。

 これに対して、右側になりますが、令和９年

度から、国の基本方針に基づき各都道府県が地

域医療構想を策定、そして構想に即して医療計

画を定めるという、構想が医療計画の上位に位

置する形になります。

○井上長寿介護課長 資料20ページを御覧くだ

さい。

 宮崎県高齢者保健福祉計画の改定について御

報告いたします。

 まず、１の改定の理由では、老人福祉法及び

介護保険法等により定めているものであり、現

行計画の計画期間が今年度末で満了することか

ら、計画を改定するものであります。

 次に、２の計画の概要であります。

 （１）の計画期間につきましては、介護保険

法の規定により３年を１期とする計画とされて
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いることから、令和９～11年度の３年間です。

 （２）の計画の趣旨としましては、超高齢社

会をめぐる課題などに対して、県の基本目標を

定め、その実現に向けて取り組むべき施策の方

向性を明らかにするものです。

 21ページを御覧ください。

 （３）の計画の主な内容（案）としましては、

①の高齢化や要介護者などの状況、③の地域の

実情に応じた介護サービス基盤の計画的な整備、

⑤の介護人材確保と職場環境改善に向けた生産

性向上、経営改善支援などといった項目を盛り

込む予定としております。

 最後に、３の今後のスケジュール（予定）で

すが、関係機関で構成される高齢者サービス総

合調整推進会議からの意見聴取やパブリックコ

メントなどを行うこととしております。

 これらの内容を踏まえた計画素案を11月の常

任委員会で御報告し御意見をいただき、来

年２月定例会に改定案を提出したいと考えてお

ります。

○深谷医療・介護連携推進室長 資料22ページ

を御覧ください。

 令和７年度潜在介護支援専門員実態把握調査

結果の概要について御説明いたします。

 まず、１の概要についてですが、（１）の目

的にありますとおり、本調査は介護支援専門員

の人材不足が懸念される中、有資格者でありな

がら介護支援専門員として就労していない「潜

在介護支援専門員」の状況等を把握し、今後の

人材確保施策の検討に活用することを目的とし

て実施したものです。

 （２）の対象者から（４）の期間にあります

とおり、介護支援専門員証の有効期間が満了し

ている県内登録者3,676名に対しまして、昨年の

９月下旬に郵送で調査票をお送りし、10月中旬

までに郵送またはウェブで御回答いただきまし

た。

 （５）にありますとおり、1,821名から回答い

ただき、回収率は49.5％でした。回答者の約

８割が女性であり、最も多い年代は36.3％の60

代でした。

 23ページを御覧ください。

 ２の調査結果についてです。

 まず、（１）の介護支援専門員として就労・

復帰していない理由として、４つの項目ごとに

一番近いものを回答していただきました。

 アの業務内容に関しては、業務量が多いが

21.7％、責任を重く感じたが15.9％、業務内容

が難しいが9.7％でした。

 イの職場環境に関しては、特に不満はないが

39.9％で最多でしたが、時間外勤務を強いられ

るが16.2％、職場の人間関係に不満が7.7％、休

暇を取りづらいが7.1％でした。

 ウの給与面に関しても、特に不満はないが

30.8％で最多でしたが、業務量に見合わないが

27.1％、責任に見合わないが14.6％、介護支援

専門員のキャリアに見合わないが6.4％でした。

 エの資格管理面では、再研修・更新研修の受

講時間確保が負担が半分を超える51.4％、研修

の受講料が負担が13.4％、証の交付手続が面倒

が４％でした。

 次に、24ページを御覧ください。

 （２）の介護支援専門員としての就労経験別

就労・復帰への検討状況です。

 介護支援専門員としての就労経験がある方、

ない方について、復帰や新規の就労を考えてい

る、または迷っている方は、合計で289人、

15.9％であり、約６人に１人の方は就労の意向

があることが確認されました。

 最後に、（３）の就労・復帰するにあたり行
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政や勤務先に求めるものとしては、業務の効率

化が最も多い54.5％、介護保険制度等の簡素化

が37.7％、処遇改善の補助・促進が35.5％、研

修費用の補助が29％でした。

 今回の調査から、潜在介護支援専門員の中に

は一定数の就労・復帰可能性を有する人材が存

在する一方で、業務の効率化や介護保険制度等

の簡素化などによる業務負担の軽減また処遇改

善などが重要な課題であることが明らかとなり

ました。

 今回の調査結果を踏まえ、今後、関係機関と

連携し、潜在介護支援専門員の就労・復帰支援

策についての検討を進めるとともに、介護保険

制度に関する内容につきましては、国への要望

を行っていきたいと考えております。

○隈元障がい福祉課長 障がい福祉課分、３件

について説明いたします。

 まず、資料25ページ御覧ください。

 １の策定の理由でありますが、障害者総合支

援法及び児童福祉法に基づき策定しております

現行計画の計画期間が今年度で満了することか

ら、新たな計画を策定するものです。

 次に、２の計画の概要ですが、（１）計画期

間につきましては、法の規定により３年を１期

とする計画とされていることから、令和９～11

年度の３年間とします。

 （２）計画の趣旨としましては、障がいのあ

る方々が自立した日常生活及び社会生活を営む

ために必要となるサービス等が、地域において

計画的に提供されることを目的として策定する

ものです。

 26ページに移りまして、（３）計画の主な内

容でありますが、国が示す基本方針におきまし

て、計画に盛り込むべき事項が掲げられており

まして、①の障がい者・児福祉サービス等の提

供体制の確保に係る目標や、②の障がい者・児

福祉サービス等の種類ごとの必要な見込み量、

そして③の地域生活支援事業の種類ごとの実施

方策などの内容を盛り込む予定としております。

 ３の今後のスケジュールですが、今後、市町

村ヒアリングや宮崎県障害者施策推進協議会か

らの意見聴取等を経て、計画素案を11月の常任

委員会で、最終案を２月の常任委員会で報告し、

御意見をいただいた上で、今年度末までに新た

な計画を策定することとしております。

 27ページに移りまして、宮崎県アルコール健

康障がい対策推進計画の中間評価・改定につい

てであります。

 １の中間評価・改定の理由でありますが、ア

ルコール健康障害対策基本法に基づき策定して

います現行の第２期計画の中間評価を実施し、

必要な改定を行うものです。

 次に、２の計画の概要でありますが、（１）

計画期間につきましては、令和６～11年度の

６年間となっております。

 （２）計画の趣旨としましては、アルコール

健康障がい対策を総合的かつ計画的に推進して

いく方針を示すものです。

 28ページに移りまして、（３）計画の主な内

容ですが、国の基本計画を踏まえまして、①の

発生予防に関する事項や②の支援体制の構築に

関する事項、③の一般医療機関と専門医療機関

との連携及び医療における質の向上に関する事

項などの内容を盛り込む予定としております。

 ３の今後のスケジュールですが、関係機関や

宮崎県依存症対策推進協議会からの意見聴取を

経て、計画素案を11月の常任委員会で、最終案

を２月の常任委員会で報告し、御意見をいただ

いた上で、今年度末までに中間評価・計画改定

を行うこととしております。
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 29ページに移りまして、宮崎県ギャンブル等

依存症対策推進計画の中間評価・改定について

であります。

 １の中間評価・改定の理由でありますが、ギ

ャンブル等依存症対策基本法に基づき策定して

おります現行の第２期計画の中間評価を実施し、

必要な改定を行うものです。

 次に、２の計画の概要でありますが、（１）

計画期間につきましては、令和６～11年度の

６年間となっております。

 （２）計画の趣旨としましては、ギャンブル

等依存症対策について、関係機関と連携し、計

画的に取り組む方針を示すものでございます。

 30ページに移りまして、（３）計画の主な内

容ですが、国の基本計画を踏まえまして、①の

段階に応じた適切な支援の実施並びに予防の徹

底に関する事項や②の連携した取組の推進に関

する事項、③のほかの施策や社会問題に関する

施策との連携に関する事項となっております。

 最後に、３の今後のスケジュールですが、関

係機関や宮崎県依存症対策推進協議会からの意

見聴取を経まして、計画素案を11月の常任委員

会、そして最終案を２月の常任委員会で報告し、

御意見いただいた上で、今年度末までに中間評

価・改定を行うこととしております。

○小山こども政策課長 資料31ページを御覧く

ださい。

 国の令和７年人口動態統計の概数がまとまり、

合計特殊出生率等の状況が公表されましたので、

御報告いたします。

 初めに、本県の令和７年の合計特殊出生率で

すが、前年の1.43から1.46となりまして、６年

ぶりの上昇となり、全国順位も３位から２位に

上昇したところであります。

 なお、全国の数値でありますが、前年の1.15

から1.14に低下をしており、過去最低となって

る状況です。

 次に、出生数ですが、5,923人となりまして、

前年からは77人、1.3％の減少となっております。

 次に、婚姻数ですが、3,419組となりまして、

前年から25組、0.7％の減少となっております。

 本県の合計特殊出生率の上昇の要因といたし

ましては、現在、重点的・集中的に取り組んで

おります「子ども・若者プロジェクト」をはじ

めとしたこれまでの対策の効果が現れ始めたも

のと考えております。

 一方で、これまでよりも減少の幅が小さくな

っているとはいえ、出生数、婚姻数ともに減少

し、少子化の進行に歯止めがかかったとはいえ

ず、合計特殊出生率の1.8台という目標達成は依

然として厳しい状況にあります。

 本年度も、引き続き強い危機感を持って、少

子化対策を推進してまいりたいと考えておりま

す。

○福田委員長 執行部の説明が終了しました。

 それでは、ここから１項目ずつ質疑を行いた

いと思います。

 まず、令和７年の自殺者数の状況について質

疑はありませんか。

○安田委員 今年度も全国でも高い位置で推移

してるところであります。県の総合計画アクシ

ョンプランでは、令和８年度目標は17.8と聞い

ておりますけれども、宮崎県は19.2ということ

で、大変高い数字だと思っております。この状

況をどう分析をしているのか、お伺いします。

○酒匂福祉保健課長 今回、令和６年と比べま

して増加をしているところです。

 本県の特徴として、これまでと同じく、高齢

者が多く男性が多いというところの傾向は引き

続きというところです。
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 本県の自殺者数が多い理由について、これま

でもいろいろ御指摘をいただいており、調査や

情報提供を国に求めたりしているところですが、

こういう理由で本県が高いというものはないと

いう状況です。

 高齢化率が高いなどの一面的な要因は見られ

ますけれども、総合的に要因が重なってるので

はないかと分析しています。

 詳細な情報が入ってきてない部分はあります

けれども、いろいろ分析する中で、今回は女性

の自殺者数が伸びてる状況─30代以下の女性

の方が伸びているというデータがございますの

で、その辺も今後分析等を進めて、必要な対策

を取り組んでいければと考えております。

○安田委員 年齢が高い方が増えているという

ことをお聞きしました。我々50代の年齢とか、

意外と周りにちょっと気をつけないといけない

方々が中にはいらっしゃいます。そういうとこ

ろで周りの方の手助けとか支援とかが必要なの

かなと思っています。

 九州管内でも一番高いということであります

ので、しっかりと分析をしていただきたいと思

います。令和10年の目標が16.5以下ということ

であります。県全体でそのような人たちを守っ

ていかないといけないと思っていますので、ぜ

ひ御尽力いただければと思います。

○酒匂福祉保健課長 本県の特徴ではございま

すので、免許返納者の方に向けてピンポイント

で資料をお渡ししたりする高齢者向けの事業は

しておりますけれども、また引き続き効果的な

取組を検討してまいりたいと思います。

○日髙委員 関連なんですが、どれぐらいの年

齢層の方がどれぐらいという数字は出てるんで

しょうか。

○酒匂福祉保健課長 全国と本県と年齢別に数

字が出ております。大体同じような傾向ではあ

るんですけれども、全国は男性は50代とか40代、

60代というような方が多いんですけれども、本

県の男性で申し上げますと、70代が多く、その

次が40代、その次が80代、50代というような順

番です。80代が出てきてるというのが本県の特

徴であると思っております。

○日髙委員 いろんな事業を困ってる方々のた

めに皆さんが考えていらっしゃるなかで、自殺

されるというのはやっぱり一番つらいところだ

と思います。

 宮崎の風土に、何か相談しにくい、人には言

えないような風土があると思うんです。中山間

地域のほうでカフェをつくったりとか、人が集

まる部分があると良いという話も出ていますの

で、いろんな角度から１人で背負い込まない形

をつくっていただけたらなと思います。

 先ほど、免許返納の話もありましたが、免許

返納することによって認知症が進んだりとか、

そういうのもありますので、ぜひその部分をし

っかりと取り組んでいただけたらと思います。

○酒匂福祉保健課長 地域との関わりが薄くな

る、まさにそういう傾向もあるかと思います。

自殺対策に限ったことではないんですけれど

も、なかなか相談するハードルが高いというこ

とであれば、地域で語り合える場をつくったり

とか、日頃からコミュニケーションが取れるよ

うな場をどうやったら設けられるのかとか、そ

ういったことも併せて検討して取り組んでいき

たいと思います。

○川添委員 自殺の理由は、様々とは思うんで

すが、もしそういう統計があるのであれば教え

てください。

○酒匂福祉保健課長 自殺の動機が一つのみと

いうところはなく、幾つか複合的に動機が重な
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ってということの結果かと思っております。

 幾つか調べた資料がございまして、単純に

１つずつではなくて複数回答ですので、足して

10になるものではないんですが、一番多いのが、

健康問題で６割ほどです。３割弱が生活問

題、２割を少し超えるぐらいが家庭の問題とな

っており、これは全国も本県も同じような傾向

でございます。

○川添委員 高齢の方が増えているということ

ですが、若い層、10代、20代というのは大体ど

れぐらいの割合、人数なんでしょうか。

○酒匂福祉保健課長 令和４年から６年のスパ

ンで見たときに、10代と20代で12.2％でありま

す。

○川添委員 これまで担当課で分析をされたり

対策を打ってきてるわけですが、過去を見ます

と、令和５～６年は大分減らしてきております

し、過去でいえば平成27～28年も少し減少して

います。そういったアップダウンがあるわけで

すけれども、これの分析としては経済情勢とか、

コロナからの脱却とか、経済不安とか、そうい

った影響があるのでしょうか。

○酒匂福祉保健課長 そういった要因もあろう

かとは思いますけれども、先ほど申し上げまし

たとおり、健康問題、生活問題、家庭問題、い

ろいろ複雑に絡まってる部分もございますので、

これが決定的な要因っていうところの分析はな

かなか難しいと思っております。

○川添委員 宮崎県は５番目の高さなんですけ

れど、１位から４位はどこの県になるんでしょ

うか。

○酒匂福祉保健課長 １位から順番に申し上げ

ますと、青森県、群馬県、福島県、岩手県、宮

崎県の順でございます。

○福田委員長 委員長の職務を副委員長と交代

いたします。

○福田委員長 原因として１番は健康問題、そ

して次が生活問題、家庭問題とありました。男

性が多い、高齢者が多いとなると、アルコール

との関係も結構あるんじゃないかと思うんです

けれども、それはどうですか。

○酒匂福祉保健課長 いろいろ資料とか書き物

を見ますと、年齢だったり収入だったり、あと

アルコールなど要因ではないかと言われている

ものは多数ございます。アルコールが多いとこ

ろが自殺率が高いのかなと私もいろいろ見てい

るんですけれども、例えば鹿児島県とか高知県

とか、その辺も高くてしかるべきなんですけれ

ども、同じような傾向が出ていないというとこ

ろもありますので、やはり１つに限らず幾つか

複合的な要因があると考えてるところでござい

ます。

○工藤副委員長 委員長の職務を委員長に交代

いたします。

○福田委員長 ほかにありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 次に、第８次医療計画の中間見

直しについて質疑はありませんか。

○工藤副委員長 資料17ページの今後のスケジ

ュールの中で、関係団体の意見聴取とあります。

今まで様々在宅医療とか訪問看護とか私も質問

させていただきましたが、この関係団体の中に

当事者の保護者とかも入っているのか、お聞き

したいと思います。

○早川医療政策課長 当事者の保護者というこ

とでございますと、小児の難病とかそういった

部分になると思いますが、各項目それぞれの

５疾病、６事業に関して関係する団体がござい

まして、それぞれに意見を聴取する予定として

おります。
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○工藤副委員長 11月の段階でということでよ

ろしいんですか。

○早川医療政策課長 素案をまとめた段階で意

見を聴取すると考えているところです。

○福田委員長 ほかにありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 次に、新たな地域医療構想（仮

称）の策定について質疑はありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 次に、宮崎県高齢者保健福祉計

画の改定について質疑はありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 次に、令和７年度潜在介護支援

専門員実態把握調査結果の概要について質疑は

ありませんか。

○川添委員 調査結果として、介護支援専門員

の給料に対して業務量が多い、非常に仕事の負

担や苛酷さ、それから併せて更新研修の受講時

間の確保の問題や受講料がかなり負担になって

いるということです。これらに対してどういう

対策を取られていて、今後改善の余地があるの

かというところを伺いたいと思います。

○深谷医療・介護連携推進室長 国でも、人材

不足は問題であると考えておりまして、厚生労

働省におきまして、社会保障審議会の中の介護

保険部会というところで決まった内容でござい

ますが、資格の更新制と研修がセットになって

おるんですけれども、更新の際に必要な研修、

１回目88時間かかる研修なんですけれども、今

後、これを見直して、資格の更新制自体を廃止

していくことが進められているところでござい

ます。

 一方で、研修自体は、資質を保つために必要

なものでございますので、現在のように更新の

１年以内に88時間の研修を受けなさいではなく

て、例えば５年間の中で一定の研修を受けるよ

うにといったような改正が閣議決定されまして、

今、国会に提出されているところでございます。

 また、資格にかかる費用については、県でも

該当者に補助をしている市町村に対して補助を

しています。県は市町村に対して４分の３の補

助をしておりまして、各市町村は、各個人に対

して３分の２から全額補助ということで補助を

行っているところでございます。

○川添委員 研修費用の補助も行政に対してお

願いしたいという要望も出ておりますし、また

研修も受けてスキルアップしていかないといけ

ないという意識も持ってらっしゃる方が多いの

で、ぜひ取り組んでいただきたいと思います。

○濵砂委員 登録している介護専門員のうち、

いわゆる有効期限が満了してる方が3,676名いら

っしゃるとのことですが、実際、介護支援専門

員は県内でどのくらい不足してるんですか。

○深谷医療・介護連携推進室長 去年の調査時

点なんですが、介護支援専門員で登録されてい

る方のうち、1,590名が実際に就労されています。

介護支援専門員の方で対象となりますのが、い

わゆる施設に入られてる方とそうでない方、訪

問など居宅の方がいらっしゃるんですが、居宅

の方の場合、国が定めている基準で１人44名ま

で見れるとなっております。試算してみますと、

現在のところ、あまり余裕はありませんが、

１人当たり44人で割ると※ぎりぎり足りている状

況ではあるんですけれども、これはあくまで県

全体を押しなべての数字でございます。中山間

地域であるとか地域によっての格差等ございま

すし、今回、高齢の方がおられますので、こう

いった方が引退されていきますと、必要となる

介護の方はますます増えていくことを考えると、

※22ページに訂正発言あり
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今後不足していく可能性がかなり高いと考えて

いるところでございます。

○濵砂委員 現状ではほぼ足りてるという理解

で良いですか。

○深谷医療・介護連携推進室長 現状では、計

算上は何とか足りている状況でございます。

○日髙委員 資料24ページ、（３）就労復帰す

るにあたり行政や勤務先に求めるもの、これは

一番大事な部分かと思うんですけれども、業務

の効率化であったりとか、パーセンテージが高

い部分というのは、検討する部分はあるんでし

ょうか。

○深谷医療・介護連携推進室長 具体的な検討

につきましては、県には介護支援専門員協会と

いう唯一の職能団体がございまして、そちらと

連携しています。

具体的にこの要望についてどういうふうにや

っていきましょうかということで、例えば、介

護支援専門員の方がお世話する方との聞き取り

とか、介護プランをつくるときに、その場で入

力して、共有できるようなＩＣＴ化の体制にす

るとか、そういったことを進めています。ある

いは研修もウェブで研修が受けられるようなお

手伝いだったりとかも含めまして、今後話し合

っていきたいと考えております。

○日髙委員 先月、敬寿園という特別養護老人

ホームに訪問させていただきました。例えば、

入浴表の自動化だったりとか、ＡＩが入って大

分効率化し、やりやすくなっていますという話

もありましたし、ただ職員の方々は、自分たち

のものにするのに少し時間がかかるというのは

おっしゃっていました。効率化に取り組むとい

うのは本当に大切になってくると思いますので、

そのあたりの補助だったりとかいう部分をぜひ

考えていただけたらと思います。

○工藤副委員長 関連して、ＩＣＴ化って難し

くいうとそうなんでしょうけれども、普通にい

うとエクセルの表計算をしっかり作成して管理

したら勤務時間が減ったと言われていました。

職員の方が行って表計算を一緒に作るまでした

が、１年間で終わってしまって、今後の使い方

をどうしていこうというところに悩んでいらっ

しゃいました。なので、難しい相談ではなくて、

多分表計算とか作れる人はすぐ作れますので、

そういうところに対して１施設で１年間継続と

かではなくて、継続して伴走支援することが必

要と思います。

宮崎県庁の中にもありますけれども、ＤＸや

ＡＩ担当の方とかの意見も聴取しながらできる

ような仕組み、相談できる仕組みをつくってい

くほうが、宮崎県全体では勤務時間が減ってい

くのではないかと思ったところでございます。

○深谷医療・介護連携推進室長 施設には年齢

が高めの方が多いので、パソコンに対する苦手

意識等がある方は結構いらっしゃいます。例え

ばエクセル表にしても、スマートフォンでいろ

んなことができるようにするとか、そういった

ことも含めまして、今いただいた意見も含めて

寄り添う形で進めていければと思います。

○福田委員長 次に、第８期宮崎県障がい福祉

計画（第４期宮崎県障がい児福祉計画）の策定

について質疑はありませんか。

○工藤副委員長 実数がなかなか出てこないの

が多いため、しっかりと人数が把握できている

のかと、福祉サービスの提供体制の確保につい

て県が計画を立てても市町村が実際に実施可能

かと言う点で、計画作成の難しさを感じてると

ころです。

実際の数をしっかり把握して、現状足りてい

るのか足りていないのか、どのようにやろうと
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しているのか、質問したいと思います。

○隈元障がい福祉課長 今回、県の障がい福祉

計画を策定することになりますけれども、併せ

て市町村もそれぞれの障がい福祉計画を持って

いますので、同じ時期に策定をすることになり

ます。市町村で、利用者数そしてサービス量が

足りているのかどうか、そのあたりをしっかり

分析いただいて、その結果を県に伝えていただ

いて、我々もまた分析等をさせていただきなが

ら、計画は策定していくということになってお

ります。

 県域によって調整が必要な部分等もございま

すので、そちらもしっかり県で責任を持ってや

っていく予定にしているところであります。

○工藤副委員長 計画を立てているところだと

は思うんですけれども、日高博之議員や自分も

質問しましたが、レスパイト施設とかは全然足

りていないというところも含めて、どれだけ実

効性のある計画なのかと疑問視をしているとこ

ろです。

 なので、実効性があって、しっかりやれるも

のを策定していただきたいと思います。レスパ

イト施設も使ってる頻度からいけばそんなに使

っていないのですけれども、実際に使えないか

ら使わない人もいらっしゃるので、そういう統

計の取り方─足りているわけでは全くないの

で、しっかりとそこ辺の実態把握を丁寧にやっ

ていただければと思います。

○隈元障がい福祉課長 今回の策定に当たりま

しては、市町村のヒアリングはもちろん、当事

者からの意見聴取等も予定しているところでご

ざいます。しっかり現状を把握して、実効性の

ある計画にしてまいりたいと考えております。

○福田委員長 それでは、次に、宮崎県アル

コール健康障がい対策推進計画の中間評価・改

定について質問はありますか。

○川添委員 アルコール健康障がいの対策とい

うことですけれども、県内にどれぐらいの人数

の方がいらっしゃるか教えてください。

○隈元障がい福祉課長 確かな実数というのは、

我々もなかなか把握が困難というところでござ

いますが、国の推計値を基に県の人口で計算し

ますと、約5,200人という数字がございます。

 また、実際に県内で医療機関に入院や通院さ

れた方が、令和５年度の数値ですけれども1,700

人ということでございます。

 また、相談拠点として精神保健福祉センター

を位置づけておりますが、そこでの相談件数が

大体年間70件から80件ぐらい。また、保健所に

も200件ぐらい毎年相談が寄せられているところ

です。

 国の推計値から考えますと、アルコール依存

症を疑われる方の中には、なかなか治療ですと

か相談に結びついてない方というのがかなりい

らっしゃると思われますので、そのあたりにつ

いてしっかり分析した上で見直しを図っていき

たいと思っております。

○川添委員 国の数字でもいいんですけれども、

増加傾向なのか横ばいなのか、そういった傾向

はどんな感じでしょうか。

○隈元障がい福祉課長 傾向としましては、増

加しているというところでございます。

○濵砂委員 関連ですが、宮崎県が一番焼酎の

消費量が多いんです。アルコール消費量とこれ

は比例するものなんですか。

○隈元障がい福祉課長 比例しております。や

はり全国平均に比べて宮崎県はかなり高くなっ

ております。

 ただ、アルコールを飲むのが悪いということ

ではございませんので、その依存症にまでなら
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ないように、しっかり我々としては周知啓発を

図ってまいりたいと思っております。

○濵砂委員 宮崎県は生産量も多いんです。そ

の生産量と、健康障がいの人の数が比例するも

のなのというところは分かりますか。

○隈元障がい福祉課長 データがございません

が、鹿児島県もやはり同じように高い状況にあ

ったかと思いますので、ある程度はそのような

ことが言えるのかなと推測はされるところです。

○酒匂福祉保健課長 アルコールの影響が自殺

のほうにもあるんじゃないかという委員長の御

指摘がございましたけれども、自殺につきまし

ては、先ほど来、申し上げておりますけれども、

幾つかの複合的な要因で自殺率が出るというと

ころです。

 先ほど障がい福祉課長から鹿児島県もアル

コール健康障がいの数が多いという話がありま

したけれども、自殺率では鹿児島県はそこまで

高くないという状況もありますので、直接的な、

唯一の関連というところはなかなか難しいと思

っております。

○松本委員 計画の主な内容の中に、アルコー

ル健康障がいの方への早期介入とあるんですけ

れども、なかなか御本人は自覚というかそうい

ったところも大変難しいと感じています。早期

介入について具体的に何かお考えがあったらお

示しいただけないでしょうか。

○隈元障がい福祉課長 先ほど申し上げたとお

り、実態として、相談や支援に結びつかない、

治療に結びつかないというところがございます。

 まずは、相談先を知っていただくのが重要か

と思います。なかなか周知、啓発ができてない

部分もございますので、まずその部分をしっか

りやらせていただいて、相談につなげたいと思

います。また、医療機関であったり、当事者団

体、自助グループなどのグループもございます

ので、そちらに結びつけていければと思ってい

ます。

○松本委員 御家族や職場との関わり方も大事

だと思ったところであります。私も経験上、踏

み出すことが難しいと感じております。あらゆ

る角度から早期介入などに取り組んでいただき

たいと思いますし、職場とか御家族の方々への

周知、連携も取っていただきたいと思います。

そういった面で考えがありましたら、最後にお

聞かせいただけますでしょうか。

○隈元障がい福祉課長 アルコール、ギャンブ

ルについては、困っていらっしゃる方に対し、

支援につながっていないという状況が推測され

るところでございます。

 今回、中間見直しに当たりまして、しっかり

そのあたりを分析し、関係機関の方、当事者の

方々などからいろんな実態に関するお話を伺い

ながら、実効性のある計画に改定したいと思っ

ております。

○福田委員長 次に、宮崎県ギャンブル等依存

症対策推進計画の中間評価・改定について質疑

はありませんか。

○川添委員 県内の重度ギャンブル依存症の方

は何人ぐらいいるのか、また傾向を教えてくだ

さい。

○隈元障がい福祉課長 ギャンブル等依存症に

つきましても、国の調査結果を本県の人口に当

てはめますと、約１万5,000人程度の依存症の方

がいると推計しています。

 一方で、令和５年度の数字になりますが、実

際に医療機関で治療を受けてる方は、通院者が

70人程度となっております。相談件数につきま

しても、先ほどのアルコール依存症と同じよう

に70～90件で推移しています。
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 傾向としましては、今、オンラインゲームも

問題化してますけれども、自宅でも競馬などが

できるようになっておりますので、コロナ禍を

経て、オンラインを利用してギャンブルをされ

る方がかなり多く、依存症にまで至ってるとい

うことが傾向として見られます。

○工藤副委員長 この件については、私も弁護

士を紹介してくれという相談を何回か受けてい

ます。お金をたくさん借りて自己破産し、弁護

士に相談する方も多いと思うのですが、そうい

う方たちとの連携はできているのか、お聞きし

たいと思います。

○隈元障がい福祉課長 県で依存症対策推進協

議会を設置しておりますが、その中のメンバー

としても弁護士会の方に参加いただいておりま

す。年に複数回、この協議会を実施しており、

連携はできているところです。

○福田委員長 最後に、令和７年の合計特殊出

生率等の状況について質疑はありませんか。

○川添委員 先ほどの説明で、合計特殊出生率

が増加していることについて、婚姻数が下げ止

まっていることが一つ大きいとは思うんですが、

婚姻数と出生率はタイムラグもあると思います。

1.43から1.46に増加した要因をどのように分析

されているのか、伺います。

○小山こども政策課長 令和５年度から子ど

も・若者プロジェクトを進めておりまして、こ

の成果等が着実に現れ始めていると感じていま

す。

具体的に申し上げますと、これまでみやざき

結婚サポートセンターで結婚の案内をするとと

もに、マッチングアプリを新たに始めたところ

でございます。それと、昨年度は、カーフェ

リーを使った婚活イベントを大規模に行いまし

た。このように県が率先的に大規模なイベント

を行うことで、県民の皆様にも機運醸成が図ら

れてきたところが一つの効果ではないかと思っ

ております。

 もう一つは、県だけではなく、市町村や民間

にも意識が浸透してきている状況で、例えば都

城市は特別に課を立ち上げられたり、移住施策

にもかなり力を入れられています。

民間につきましても、例えば駅舎を活用し交

通機関とコラボしたイベントや、花屋とコラボ

し商店街で行うイベントなどの特徴的な婚活イ

ベントを通して機運の醸成が図られたことが今

回の上昇につながったものでないかと推測して

いるところです。

○川添委員 県が率先して計画した婚活イベン

トで効果が出ていることはすばらしいと思いま

す。引き続き強力に進めていただきたいと思い

ます。

 ちなみに１位はどこの県で、１位との差は何

ポイントでしたでしょうか。

○小山こども政策課長 １位が沖縄県で、1.52

でございます。差につきましては、宮崎県が

1.46ですので、0.06の差となっております。

○川添委員 逆転を目指して頑張っていただき

たいと思います。

○深谷医療・介護連携推進室長 １点、補足と

修正をさせていただきます。

 先ほどの潜在介護支援専門員の実態把握調査

結果につきまして、濵砂委員から御質問いただ

きました、数は足りているのかというところで

ございます。

 先ほど、数字上はぎりぎり足りていると申し

上げましたが、これは、前提が、居宅介護支援

専門員の方で、いわゆる在宅にいながらケアマ

ネの方のお世話を受けてる方の数でございまし

た。それ以外の介護老人福祉施設などの施設に
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つきましては、足りている、足りていないの数

字はございません。

 ただ、県内に70か所ある地域包括支援セン

ターには、介護支援専門員を５年以上経験して

研修を受けてなる資格で、主任が付く主任介護

支援専門員を１名以上置く必要がございますけ

れども、一部の地域包括支援センターで、これ

が置けていない状況になっております。そこを

考えますと、居宅介護支援専門員事業所以外に

つきましては、厳しい状況であるということで、

訂正させていただきたいと思います。

○福田委員長 次に、請願の審査に移ります。

 請願第20号について、執行部からの説明はあ

りますか。

○隈元障がい福祉課長 障がい福祉課からは、

特にございません。

○福田委員長 それでは、委員から質疑はあり

ますか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 最後に、その他で何かありませ

んか。

○日髙委員 令和10年12月で収入証紙が販売終

了となる予定で、今は各部局で収入証紙を利用

されていると思います。この収入証紙に関して

福祉保健部内の各課でどれぐらい利用されてる

のかという点について質問させていただきたい

です。

○酒匂福祉保健課長 収入証紙は、手続や申請

の際に使っているものでございまして、その手

続を所管してる所属で歳入予算等を計上してい

るところです。

 福祉保健部におきましては、今正確な額まで

は手元にないのですけれども、医療政策課、衛

生管理課、薬務感染症対策課、各保健所などで

利用されている状況でございます。

○日髙委員 時代の流れで、長崎県が先に行い、

今回宮崎県で取り組まれます。

 ただ、メリット、デメリットは必ずあるはず

で─困る方々もいらっしゃる中で、その方々

に対する説明はしっかり行われているのかと心

配になってるところなんですけれども、実際は

どうでしょうか。

○酒匂福祉保健課長 収入証紙につきまして、

委員からお話がありましたように、これまで議

論が重ねられ、昨年度、会計管理局から収入証

紙の廃止と、それに伴ってキャッシュレス決済

を拡大していくという方針が打ち出されたとこ

ろでございます。

 今、お話がありました売りさばきをするとこ

ろへの影響については、収入証紙全体の話です

ので、全庁的な課題だとは思っておりますけれ

ども、少なくとも制度が円滑に移行していく必

要がありますので、会計管理局や他の部局とも

連携しながら状況の確認をする必要があると思

っております。

○日髙委員 関係する団体からもいろいろ質問

があってましたので、質問させていただいたと

ころです。しっかりと説明を行い、納得いく形

を取っていただければと思います。

○福田委員長 それでは、以上をもって福祉保

健部を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

 暫時休憩いたします。

   午前11時57分休憩

   正午再開

○福田委員長 委員会を再開いたします。

 まず、採決についてですが、委員会日程の最

終日に行うことになっておりますので、18日木

曜日に行いたいと思います。開会時刻は午後
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１時といたします。よろしいでしょうか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 それでは、そのように決定しま

す。

 その他で何かございませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 それでは、本日の委員会を散会

いたします。

   午後０時１分散会
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令和８年６月18日（木曜日）

   午後１時０分再開

────────────────

出席委員（７人）

  委 員 長   福 田 新 一

  副 委 員 長   工 藤 隆 久

  委      員   濵 砂   守

  委      員   日 髙 陽 一

  委      員   安 田 厚 生

  委      員   川 添   博

  委      員   松 本 哲 也

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

────────────────

事務局職員出席者

  議 事 課 主 幹   黒 木 一 寛

  総 務 課 主 事   前 田   由

○福田委員長 委員会を再開いたします。

 議案の採決につきましては議案ごとがよろし

いでしょうか、一括がよろしいでしょうか。

   〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 それでは、一括して採決いたし

ます。

 議案第１号、議案第４号、議案第７号、議案

第８号及び議案第23号につきましては、原案の

とおり可決することに御異議ありませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 御異議なしと認めます。よって、

議案第１号、議案第４号、議案第７号、議案第

８号及び議案第23号につきましては、原案のと

おり可決すべきものと決定いたしました。

 次に、請願20号についてであります。暫時休

憩します。

   午後１時０分休憩

   午後１時２分再開

○福田委員長 委員会を再開いたします。

 請願第20号については採決との意見がござい

ますので、お諮りいたします。

 この際、請願を採決することに御異議ありま

せんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 それでは、請願第20号の賛否を

お諮りいたします。

 請願第20号について採択すべきものとするこ

とに賛成の方の挙手を求めます。

   〔賛成者挙手〕

○福田委員長 挙手少数。よって、請願第20号

は不採択とすることに決定しました。

 次に、委員長報告骨子（案）についてであり

ます。

 暫時休憩いたします。

   午後１時３分休憩

   午後１時３分再開

○福田委員長 委員会を再開いたします。

 委員長報告につきましては、正副委員長に御

一任いただくことで御異議ありませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

 次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。

 福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関す

る調査につきましては継続審査といたしたいと

思いますが、御異議ありませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 御異議ありませんので、この旨
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議長に申し出ることといたします。

次に、７月23日木曜日に予定されています閉

会中の委員会についてであります。

 暫時休憩いたします。

   午後１時４分休憩

   午後１時５分再開

○福田委員長 委員会を再開いたします。

 ７月23日の閉会中の委員会につきましては、

正副委員長に御一任いただくことで御異議あり

ませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

 次に、８月４日から８月６日に予定されてお

ります県外調査についてでありますが、暫時休

憩いたします。

   午後１時５分休憩

   午後１時21分再開

○福田委員長 委員会を再開いたします。

 県外調査につきましては、行程等が決まりま

したら、また改めてお知らせします。

 最後に、その他で何かありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○福田委員長 以上で委員会を閉会いたします。

委員の皆様、お疲れさまでした。

   午後１時21分閉会
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